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※ 本稿は，平成25（2013）年5月3日に開催された「シンポジウム 日台における知的財
産法と経済法の新傾向（Japan-Taiwan Symposium on the New Tendency of Intellectual Property




































































































































































1 Ａ株式会社※ ○ 34，288
2 Ｂ熱学工業株式会社※ ○ 17，908
3 Ｃ熱工業株式会社※ ○ 17，772
4 株式会社Ｄ空調※ ○ 12，816
5 株式会社Ｅ社※ ○ 12，060
6 Ｆ設備工業株式会社※ ○ 7，188
7 株式会社Ｇ工業社※ ○ 1，467
8 Ｈ工業株式会社 ○ －
9 株式会社Ｉ商会 ○ －
10 Ｊ空調株式会社 ○ －














1 株式会社Ｇ工業社 30 ％
2 Ｈ工業株式会社 免 除
3 株式会社Ｄ空調 30 ％
4 Ｂ熱学工業株式会社 30 ％
課徴金減免制度の適用業者
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